
資料４ 

公益通報者保護法の見直しについて 

 

平成 21 年 12 月 

消費者庁企画課 

 

１． 現状 

○ 公益通報者保護法附則第2項において、公益通報者保護法の施行（平成18年4

月）後 5 年を目途として、同法の施行の状況について検討を加え、その結果に基

づいて必要な措置を講ずるものとされている。 

○ また、公益通報者保護法の国会の審議において、上記の見直しの検討に当たっ

ては一定の事項を含めるべき旨の附帯決議がなされている（別紙１）。 

○ 消費者庁設置に先立ち、内閣府国民生活局に設置された「公益通報者保護制度

のあり方に関する懇談会」にて平成 21 年 6 月から 8 月にかけて、公益通報者保

護制度の運用状況等について意見交換を行った。 

 

２． 公益通報者保護制度の運用の現状 

内閣府において実施した調査の結果は次のとおり（別紙２参照）。 

○ 公益通報者保護法等の認知状況 

 事業者の認知状況は事業者の規模・業種に応じて差異あり。 
 労働者のうち本制度を知っていると回答した者は３割弱。 

○ 通報の件数及び処理の実態 

 行政機関に対する通報の件数等は 5,000 件強。うち労働基準監督署に対す
るものが相当部分を占める。 

 内部通報制度を導入している民間事業者では、従業員数により状況が異な
るものの、通報件数が 10 件以下のところが相当程度を占めている。 

○ 通報者による通報を支援するための体制の整備 

 企業内部で従業員等からの通報を受け付ける窓口(法律上設置は求められ
てはいない。)は、大規模な企業では比較的設置が進んでいるが、中小企業

や市区町村ではあまり進んでいない。 

※ 上記の結果は、内閣府国民生活局が、①行政機関（地方公共団体を含む1,865の行政機関に対し

て実施、回収数 1,692 件、平成 21 年 3 月 31 日時点の状況を調査）、②民間事業者(郵送：平成 21

年 1月から 2月に 15,000 社に対して調査を実施、有効回収数4,996件)及び③労働者 (インターネ

ット：4,638 人に対して平成 21 年 1 月に調査を実施、有効回答数 3,035 件)に対して行った調査によ

るものである。 

以 上
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（別紙１） 

 

公益通報者保護法案に対する附帯決議(抄) 

 

 平成 １６年 ５月 ２１日 

 衆議院内閣委員会 

 

 政府は、本法施行に当たっては、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 

 

（ 中 略 ）  

 

九 附則第二条の規定に基づく本法の見直しは、通報対象事実の範囲、外部通報の

要件及び外部通報先の範囲の再検討を含めて行うこと。 

 

 

 

 

公益通報者保護法案に対する附帯決議（抄） 

 

平成１６年 ６月 １１日 

参議院内閣委員会 

 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。 

 

（ 中  略  ） 

 

六 附則第二条の規定に基づく本法の見直しは、通報者の範囲、通報対象事実の範

囲、外部通報の要件及び外部通報先の範囲の再検討を含めて行うこと。 
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（別紙２） 

 

公益通報者保護法の現状 

 

１． 公益通報者保護法等の認知状況 

（１） 労働者の公益通報者保護法の認知状況 

  知っている 知らない 

全体 ２８．６％ ７１．４％ 

管理職 ４６．８％ ５３．２％ 正社員 

管理職以外 ２９．５％ ７０．５％ 

派遣労働者 １８．７％ ８１．３％ 正社員

以外 契約社員・パート・

アルバイトなど 
１７．６％ ８２．４％ 

出典：平成２０年度「公益通報者保護制度に関する労働者向けインターネット調査」（内閣府国民

生活局） 

※ 上記中「知っている」は「よく知っている」と「ある程度知っている」を合算した数値。 

※ 上記中「正社員」には公務員を含む。 

 

（２） 民間事業者の公益通報者保護法等の認知状況 

 公益通報者保護法・ガイ

ドラインのいずれかまた

は双方を知っている 

公益通報者保護法・ガイ

ドラインのいずれも知らな

い 

全体 ６５．２％ ３４．４％ 

従業員数５０人以下 ３３．２％ ６６．４％ 規

模 従業員数３０００人超 ９７．０％ ２．７％ 

建設業 ５１．２％ ４８．７％ 業

種 金融・保険業 ９６．０％ ３．６％ 

出典：平成２０年度「民間事業者における通報処理制度の実態調査」（内閣府国民生活局） 

※上記中「公益通報者保護法・ガイドラインのいずれかまたは双方を知っている」とは、公益通報

者保護法、公益通報者保護法に関する民間事業者向けガイドラインについて、「いずれも知っ

ている」、「『公益通報者保護法』は知っている」及び「『民間事業者向けガイドライン』は知って

いる」との回答を合算した数値。 

※規模・業種はデータに特徴があるもののみを掲載 

※ガイドライン：公益通報者保護法に関する民間事業者向けガイドライン 
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２． 通報の件数等処理の実態 

(１) 行政機関に対する公益通報の件数 

 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 

行政機関に対する 

通報件数 
５，５７２ ５，１９２ ５，１２９ 

うち労働基準監督署

を通報先とするもの 
５，２１３ ４，７７５ ４，７０３ 

出典：平成１８年度～２０年度「行政機関における公益通報者保護法の施行状況調査」 

(内閣府国民生活局) 

 

（２） 民間事業者の通報窓口に寄せられた内部通報件数 

 0 件 1～10 件 11～30 件 31～50 件 50 件超 

全体 41.2% 42.5% 6.4% 1.4% 2.9% 

50 人以下 59.0% 27.9% - - - 

51～100 人 68.7% 18.2% 4.0% - - 

101～300 人 58.6% 31.9% 1.2% 0.5% 0.2% 

301～1000 人 49.6% 43.2% 2.0% 0.1% 0.3% 

1001～3000 人 27.9% 59.2% 8.1% 0.4% 0.8% 

従

業

員

数 

3000 人超 10.9% 39.4% 21.5% 7.3% 16.2% 

出典：平成２０年度「民間事業者における通報処理制度の実態調査」(内閣府国民生活局) 

 

３． 通報者の通報を支援するための体制の整備 

（1） 民間事業者の内部通報制度導入状況状況（規模別・業種別） 

 内部通報制度を導入済 未導入（検討中を含む。）

全体 ４４．３％ ５５．４％ 

従業員数５０人以下 ６．８％ ９２．２％ 規

模 従業員数３０００人超 ９５．７％ ４．３％ 

建設業 ２４．７％ ７３．９％ 業

種 金融・保険業 ９３．１％ ６．８％ 

出典：平成２０年度「民間事業者における通報処理制度の実態調査」(内閣府国民生活局) 

※ 内部通報制度とは、企業等において、法令違反や不正行為等の発生又はそのおそれのある

場合に、そのような状況を知る従業員等の通報を直接受け付け、通報に対して適切に対応す

る仕組みのことを意味する。 

※規模・業種はデータに特徴があるもののみを掲載 
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（２） 行政機関での職員等からの通報・相談窓口の設置状況 

 窓口を設置済 
未設置 

（検討中・設置予定を含む。） 

府省庁 １００％ ０％ 

都道府県 １００％ ０％ 

市区町村 ４０．１％ ５９．９％ 

出典：平成２０年度「行政機関における公益通報者保護法の施行状況調査」(内閣府国民生活局) 

 



(参考資料)
公益通報者保護法の概要 

公益通報をしたことを理由とする公益通報者の解雇の無効等並びに公益通報に関し事

業者及び行政機関がとるべき措置を定めることにより、公益通報者の保護等を図る。 

 
（１）目的 

公益通報者の保護を図るとともに、国民の生命、身体、財産その他の利益の保護にかかわ

る法令の規定の遵守を図り、もって国民生活の安定及び社会経済の健全な発展に資するこ

と 

 

（２）公益通報の対象 

   以下の事実が生じ又はまさに生じようとしている場合 

① 個人の生命又は身体の保護、消費者の利益の擁護、環境の保全、公正な競争の確保  

その他の国民の生命、身体、財産その他の利益の保護にかかわる法律として別表に掲  

げるもの（これらの法律に基づく命令を含む。）に規定する罪の犯罪行為の事実 

② 別表に掲げる法律の規定に基づく処分に違反することが①の事実となる場合におけ

る当該処分の理由とされている事実等 

 

  （別表） 

    刑法、食品衛生法、金融商品取引法、ＪＡＳ法、大気汚染防止法、廃棄物処理法、 

個人情報保護法、その他政令で定めた法律（独占禁止法、道路運送車両法等） 

 

（３）公益通報者の保護 

労働者（公務員を含む。）を以下のように保護 

① 公益通報をしたことを理由とする解雇の無効 

② 労働者派遣契約の解除の無効 

③ その他の不利益な取扱い（降格、減給、派遣労働者の交代を求めること等）の禁止 

 

（４）通報先と保護要件 

   通報先に応じて保護要件を設定 

① 事業者内部 ：1）不正の目的でないこと  

② 行政機関  ：1）のほか、2）真実相当性を有すること 

③ 事業者外部 ：1）及び 2）のほか、3）一定の要件（内部通報では証拠隠滅のおそれ

があること、内部通報後20日以内に調査を行う旨の通知がないこと、

人の生命・身体への危害が発生する急迫した危険があることなど）を

満たすこと 

 

（５）通報者・事業者・行政機関の義務 

① 公益通報者が他人の正当な利益等を害さないようにする努力義務 

② 公益通報に対して事業者がとった是正措置等について公益通報者に通知する努力 

義務 

  ③ 公益通報に対して行政機関が必要な調査及び適切な措置をとる義務 

  ④ 誤って公益通報をされた行政機関が処分権限を有する行政機関を教示する義務 

 

（６）その他 

  ① 本法は、労働基準法第 18 条の 2（解雇権濫用の法理）の適用を妨げないこと 

② 平成 18 年 4 月 1 日に施行し、施行後になされた公益通報について適用 
 ③ 施行後 5年を目途に見直し 

６ 
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